
   中津川市地域生活支援事業者登録等に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、中津川市障害者訪問入浴サービス事業実施要綱

（平成３０年３月１５日決裁）、中津川市移動支援事業実施要綱（平成

１８年９月２９日決裁）及び中津川市日中一時支援事業実施要綱（平

成１８年９月２９日決裁）に規定する事業（以下「地域生活支援事業」

という。）を行うための事業者の登録等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （事業者の登録） 

第２条 事業者の登録は、地域生活支援事業を行う者の申請により、地

域生活支援事業を実施する事業所ごとに行う。 

 （事業者の要件） 

第３条 事業者の要件は、別表のとおりとする。 

 （登録の申請等） 

第４条 事業者の登録を受けようとする者は、中津川市地域生活支援事

業者登録申請書（様式第１号）を中津川市社会福祉事務所長（以下「社

会福祉事務所長」という。）に提出するものとする。 

２ 社会福祉事務所長は、前項の申請書の提出があったときは、その内

容を審査し、適当であると認めたときは、中津川市地域生活支援事業

者登録通知書（様式第２号）により、適当でないと認めるときは中津

川市地域生活支援事業者登録却下通知書（様式第３号）により申請者

に通知するものとする。 

 （届出） 

第５条 前条第２項の通知を受けた者（以下「登録事業者」という。）は、

事業所の名称及び所在地のその他の事項に変更があったときは、速や

かに中津川市地域生活支援事業者登録事項変更届出書（様式第４号）

により社会福祉事務所長に届け出なければならない。 

２ 登録事業者は、登録に係る事業を廃止し、休止し、又は再開しよう

とするときは、中津川市地域生活支援事業者事業廃止（休止・再開）

届出書(様式第５号)により社会福祉事務所長に届け出なければなら

ない。 



 （報告等） 

第６条 社会福祉事務所長は、事業の実施に関して必要があると認める

ときは、登録事業者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若

しくは提示を命じ、又は当該職員に関係者に対して質問させることが

できる。 

２ 登録事業者は、社会福祉事務所長が定期若しくは随時に行う調査又

は指導に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合においては、

これに従い、必要な改善を行わなければならない。 

 （登録の取消） 

第７条 社会福祉事務所長は、登録事業所が次の各号のいずれかに該当

するときは、登録を取り消すものとする。 

 （１） 適正な地域生活支援事業の運営をすることができなくなっ

たとき。 

 （２） 地域生活支援事業に係る費用の請求に関し不正があったと

き。 

 （３） 前条の規定による命令に応じず、又は質問に対して答弁せ

ず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

 （４） 不正の手段により登録事業者の登録を受けたとき。 

 （５）その他登録事業者の登録を取り消す必要があると社会福祉事

務所長が認めたとき。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、社会福祉事務

所長が別に定める。 

   附 則 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

  



別表（第３条関係） 

事業の種類 登録基準 

訪問入浴サービ

ス事業 

次のいずれかに該当すること。 

１ 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第８条

第３項に規定する訪問入浴介護に係る指定訪問

入浴介護事業所であること。 

２ 介護保険法第８条の２第２項に規定する介

護予防訪問入浴介護に係る指定介護予防訪問入

浴介護事業所であること。 

日中一時支援事

業 

次のいずれかに該当すること。 

１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「法」という。）第２９条第１項に規定

する指定障害福祉サービス事業者であること。 

２ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

２１条の５の３第１項に規定する指定障害児通

所支援事業者であること。 

移動支援事業 次のいずれかに該当すること 

１ 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービス事業者による次のいずれかの障害福

祉サービス事業を行うサービス事業所である

こと。 

（１） 法第５条第２項の居宅介護 

（２） 法第５条第３項の重度訪問介護 

（３） 法第５条第４項の同行援護 

（４） 法第５条第５項の行動援護 

２ 介護福祉士、ホームヘルパー、ガイドヘルパ

ー等適切に事業が提供できるよう人員を配置

していると社会福祉事務所長が認める事業所。 

 

 


